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はじめに

協同農業普及事業（以下「普及事業」という。）は、国と県の協同事業として昭和２３年

の発足以来、農政の推進に資する最も基本的な手法の一つとして、担い手の育成、産地育成、

農村生活の改善など様々な課題に対応して実施され、本県農業の発展に大きな役割を果たし

てきた。

しかしながら、本県の協同農業普及事業を取り巻く内外の情勢は近年大きく変化しており、

農業産出額の減少と収益性の低迷が続く中で、魅力ある農業の姿が確立できず、意欲ある担

い手の参入が進まなかった結果、担い手の高齢化が進展し、農業・農村全体の活力が失われ

つつある。

こうした中で、将来にわたって持続可能な農業・農村を実現していくためには、農地の生

産性を向上し、農業構造を変革していく必要がある。

また、今後、ベテラン普及指導員の退職者が多くなり、急激に普及指導員の若返りが進む

ことから、これまで培った匠の技や普及方法を伝承していくとともに、より効率的な普及方

法を取り入れていく必要がある。

本県では、令和２年度に島根創生計画を策定し、農林水産部は「島根県農林水産基本計画」

（以下「基本計画」という。）を策定した。

この中で本県農林水産業・農山漁村が目指すべき将来像、基本目標を『可能な限り早期に

農業産出額１００億円増を目指す』、『今後１０年間で、担い手不在の集落の過半の担い手不

在状態を解消』と定め、将来的な持続性が高まるような構造への転換を図り、次代を担う若

い世代にとって魅力のある農林水産業を確立することで持続可能な農林水産業・農山漁村の

実現に向けて、活動を展開していくこととしている。

これを受け、本県の普及事業は、農業・農村が持続的に維持・発展するため、新しい人材

を確保し、農業経営を安定させ、産地や地域の育成・維持を図ることを焦眉の課題とし、普

及活動を展開していく。

他方、普及指導員が、地域の農業者をはじめとする県民と直接接して取り組む活動は、農

業者の技術や経営能力の向上のみならず、産地や地域の抱える課題解決を図る最も効果的な

手法であり、基本計画の目標達成及び施策等の推進に向け果たす役割は大きいものがある。

そこで、令和２年８月の国における「協同農業普及事業の運営に関する指針（以下「運営

指針」という。）」の全面改定及び「基本計画」の策定を受け、平成２８年３月に策定した「協

同農業普及事業の実施に関する方針（以下「実施方針」という。）」を全部改正することとし

た。
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第１ 普及指導活動の課題

協同農業普及事業の実施にあたっては、次に掲げる課題について、国や県の施策を踏まえ、

普及組織が担う役割を明確にするとともに、目標達成に向けて計画的、効率的に行う必要が

ある。

１ ひとづくり

（１）新規自営就農者の確保

ＵＩターン者も含めた新規就農者の確保・育成に軸足を置き、自営就農者を安定的に確保

するとともに、就農後の経営発展に向けた支援を行う

（２）中核的な担い手の育成

他産業並みの所得確保に必要な「販売額１，０００万円以上」を目安とした中核的な担い

手を育成するため、新たな品目の導入や規模拡大、新技術の導入や労力補完体制の構築など

の経営改善支援を行う。

（３）集落営農組織の経営改善

水田園芸等による経営の多角化や組織の法人化、他の集落営農組織との連携（広域連携）

を進め、組織の経営改善を図る。

（４）地域をけん引する経営体の増加

地域の農業者や農業法人を巻き込み、産地の核となるよう参入企業の経営発展・強化に向

けた支援を行う。

（５）将来性ある産地の拡大

「マーケットインの視点による産地育成」という考え方を徹底し、特色ある生産や販売流

通が拡大することで新たな担い手が安定的に参入し継続発展する産地育成の取組を強化する。

２ ものづくり

（１）水田園芸の推進

水田園芸に取り組む機運を醸成し、県推進６品目の産地づくりや生産拡大を推進するとと

もに、地域の実情に踏まえ、労力不足を補完する仕組みを構築する。

（２）有機農業の拡大

新たな産地づくりや産地の拡大を進めるために、新規就農者の確保や販路の拡大および物

流改善、有機 JAS認証取得に向けた支援を行う。

（３）美味しまね認証を核としたＧＡＰの推進

上位基準「美味しまね認証ゴールド」を含む「国際水準ＧＡＰ」を経営改善の有効な手法

として、認定新規就農者や認定農業者、集落営農法人等の担い手が取得できるよう支援する。

（４）肉用牛生産の拡大

リース牛舎等の就農希望者を掘り起こす仕組づくりや放牧等による低コスト生産体制を構

築し、新たな担い手の確保・育成を図る。

（５）持続可能な米づくりの確立

担い手への農地の集積と生産コストの削減を図り、担い手の経営体質の強化を図る。
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３ 農村・地域づくり

（１）日本型直接支払制度の取組拡大

中山間地域等直接支払制度と多面的機能支払制度を核に、市町村等関係機関と連携し、集

落での話し合いや多様な担い手との合意形成を進め、担い手不在集落の解消に努める。

（２）地域が必要とする多様な担い手の確保・育成

定年帰農者、経営継承者、 U・I ターン者など地域が必要とする多様な人材を確保し、地

域の中核的な担い手に発展するための経営支援を行い、地域のリーダーとなる人材育成を進

める。

（３）鳥獣被害対策の推進

鳥獣被害対策の専門的知識を持った指導者と連携を図り、地域の状況に応じた地域ぐるみ

での取組みを推進し、生産振興や農村地域の維持につなげる活動を支援する。

第２ 普及指導活動の方法や実施に関する事項

１ 普及指導活動の方法に関する事項

（１）担い手育成・確保に向けた新規就農者等への支援の充実・強化

農業技術センター技術普及部（以下「技術普及部」という。）、隠岐支庁農林水産局及び各

農林水産振興センター農業振興部・農業部（以下「農業部等」という。）は、青年層を始めと

した農業の内外からの新規就農者の確保と早期経営確立、定着促進のため、市町村、農業者、

農業協同組合、企業等の関係者、関係機関等と連携し、就農準備段階から経営開始後まで、

一貫して支援する地域の就農受入体制支援を主として技術指導や経営指導を行う。普及指導

員は新規就農者の技術、経営状況、意欲等に応じて経営全体をマネジメントし包括的にサポ

ートを行い、新規就農を促進するための活動に積極的に取り組む。

ア 包括的就農パッケージを基に、就農希望者の確保・把握に努めるとともに、新たに就

農しようとする者に対しては、青年等就農計画の作成段階から濃密的な育成支援を行う。

イ 農林大学校との連携を密にし、就農希望者への指導・助言を積極的に実施する。

ウ 関係機関とサポートチームを整備し、経営全体に目配りをするとともに、全体を俯瞰

しながら進行管理が行える体制整備に努める。

エ 新規就農者の課題解決能力の向上を図るため、体系的かつ継続的な育成支援対策を実

施するとともに、自主的な活動の促進を図る。

オ 新規就農を促進する上では、実践に基づいた技術や経験豊富な農業者の指導・協力が

欠かせない状況にあり、特に農業士の積極的な活動を支援する。

（２）担い手への新技術導入

担い手の課題に即した新技術やロボット、AI、Iot など先端技術を活用したスマート農業技

術を組み入れた新たな技術体系の確立に向けて、試験研究機関や民間企業等と連携し、導入

効果の検証・実証に努める。また、その結果は経営モデル等を作成し、幅広く農業者等へ示

し、目指すべき技術体系のイメージを共有し、新たな技術体系として担い手への導入と定着

を図る。
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（３）労力補完体制の構築による農業経営支援

作業の受託を行うサポート経営体の育成や作業受託に必要なスマート農業技術導入、雇用

者の掘り起こしなど地域の労力補完体制の構築を支援する。

（４）関係機関との分担・連携と民間活力の活用促進

市町村や農業委員会、農業協同組合などの関係機関と役割分担を明確にしつつ、これら関

係機関における各種の推進施策と積極的に連携した総合的な取組みを推進する。

また、地域農業再生協議会等を関係機関との連携を図るための拠点の一つとして位置づけ、

協力体制の強化に努める。

さらに、農業経営の高度化や法人化に伴って、税務や労務等の特殊な専門分野の民間専門

家、地域の課題解決に必要な他産業企業や最新の研究成果や取組みを知りうる大学等の各種

技術者等の多様な人材や機関との連携強化に努める。

（５）普及指導活動の重点化

ア 技術普及部及び農業部等においては、課題及び対象の重点化により効率的・効果的な

普 及指導活動を推進し、課題の設定にあたっては第１に掲げた諸課題を重点的に取り上

げ る。

また、人材を確保・育成するため、経営改善に意欲的な農業者や組織経営体、新規就

農者や就農希望者、集落営農組織、意欲を持って農業に取り組んでいる、あるいは取り

組もうとする者、生産組織を普及指導対象と定め、積極的に支援する。

イ 普及指導活動にあたっては、農業者の自発的努力を引き出すとともに、周囲の農業者

へも波及するような活動とするため、対象ごとに指導方法や指導内容を工夫する。

また、重点推進事項の推進に当たり複数の普及指導員によるチーム活動を基本とし、

普及組織の総合力を生かした活動を展開する。

ウ 技術普及部が策定する広域を対象とした重点推進課題を「運営指針」第三の二に規定

される重点プロジェクト計画として位置づけ、農業部等と連携して取り組む。

２ 普及指導活動の効果的かつ効率的な実施

（１）農業者に対する支援の充実・強化

普及指導活動では積極的にタブレット端末等を活用し、即時の情報提供に加え、活動記録

及び普及組織間での情報共有、関係機関や農業者とのデータの相互利用、Web 会議サービス

等のリモート普及指導活動を実践し、効率的・高度な普及指導活動に努める。

（２）先進的な農業者等とのパートナーシップの構築

普及事業とつながりの強い農業士をはじめ、中核的農家・生産組織や集落リーダーの協力

を得て、情報の収集・提供に努め、定型化された技術や熟練を要する技術等の指導について

も、農業士等に積極的に委ねる。また、将来的な地域リーダー等の育成に努める。

（３）試験研究機関・民間企業等との連携強化

これからの農業・農村を担う優れた経営体育成や地域における技術課題を早期解決するた

めには、ロボット・AI・Iot 等の先端技術を組み入れた新たな技術体系の検討、導入効果の検
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証を図ることが必要であり、試験研究機関や民間企業と普及組織との緊密な連携が極めて重

要である。

そこで、農業部等と研究部門が連携し、研究と並行して現地実証を行い、実証結果をフィ

ードバックしながら技術を改良して普及する「現地タイアップ型試験研究」を実施し、技術

革新に関する計画から普及段階までの目標や成果・検証等の情報の共有化を図り、迅速に現

場へ普及を図る。

（４）普及指導計画の策定と評価

本県の農業及び農村の発展の長期的方向をふまえて、普及指導活動を総合的かつ計画的に

行うため、年度ごとに普及指導計画を策定する。策定に当たっては技術普及部及び農業部等

が取り組むべき課題、指導対象と目標、普及活動方法、関係機関等との役割分担等を明示し

た内容とする。

活動に際しては、活動記録の蓄積と共有化を進めるとともに、普及活動の進捗管理を適切

に行い、課題ごとに普及指導活動の方法や内容を評価し、その後の活動に反映させる。また、

普及指導活動の成果や体制等について、外部の有識者等を含む委員による外部評価を農業経

営課が実施し、その結果を公表するとともに次年度以降の計画に反映させることを通じて、

普及指導活動及びその体制の改善を行う。

第３ 普及指導員の配置に関する事項

普及指導員の配置にあたっては、県の農業施策の推進方向や地域特性、普及指導員の専門

担当項目や年齢構成等を勘案し、農業者のニーズの高度化、普及対象及び課題の重点化によ

る普及指導活動の高度化・重点化・効率化等に配慮した適正な配置と職員の確保に努める。

１ 普及指導員の配置

普及指導員は、農業者に対し、地域の特性に応じて農業に関する高度な技術及び当該技術

に関する知識（経営に関するものも含む）の普及指導を行う機能＝「スペシャリスト機能」

と、地域農業の先導的な役割を担う農業者及び地域内外の関係機関との連携のもと、関係者

による将来展望の共有、課題の明確化、課題に対応するための方策の策定及び実施等を支援

する機能＝「コーディネート機能」とを併せて発揮する必要がある。普及指導員がこれらの

機能を発揮し、地域農業の生産面・流通面における革新を総合的に支援する役割を果たすた

め、以下のとおり配置する。

なお、普及指導員資格の取得を目指す者の配置にあたっては、速やかに資格を取得できる

よう、普及指導員の監督の下で普及指導に従事することを通じて、課題解決能力等の向上を

図る。

（１）技術普及部

ア 農業技術センターに技術普及部（助長法第１２条に規定する普及指導センターとして

設置）を置き、担い手の確保、経営感覚に優れた経営体の育成に対応した経営指導、高

度・先進的な技術に関する指導、効果的・効率的な普及指導活動の推進のための指導等

の強化を図るため、適正な配置に努める。
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イ 技術普及部は、農業技術及び地域農業の構築等に関するニーズの高度化・専門化・多

様化等に対応し、総合的かつ効率的指導を一層推進するとともに、試験研究機関や行政

との連携強化を図る必要があることから、全県対応を基本とする。

ウ 技術普及部は、「運営指針」第五に規定される農業革新支援センターとする。

エ 農業革新支援センター長は、技術普及部の普及指導員の中から、「運営指針」第三の二

に規定される農業革新支援専門員を選定・指名するものとし、以下の業務を遂行する。

（ア）研究機関・教育機関及び行政機関等との連携の企画調整・推進

（イ）研究開発への参画や専門技術の高度化及び政策課題への対応

（ウ）重要課題の解決に向けた、専門分野ごとにおける普及指導活動の企画立案・総括・

指導

（エ）普及指導員の資質向上

（オ）先進的な農業者や地域リーダーとのパートナーシップの構築（先進的な農業者から

の相談・支援対応を含む）

オ 農業革新支援専門員の設置分野は、農業普及関係組織運営要領に定める。

（２）農業振興部及び農業部

ア 隠岐支庁農林水産局及び各農林水産振興センターに農業部等（助長法第１２条に規定

する普及指導センターとして設置）を置き、農業生産の実態や農業の振興方向、地域の

実情や普及指導課題に対応した専門項目、地理的条件等を考慮しながら、普及指導員の

特技項目を勘案するとともに、新規就農等に的確に対応できるよう適正な配置に努める。

２ 技術普及部長及び農業部長等の配置

ア 技術普及部長及び農業部長等については、当該技術普及部及び農業部等の事務の総括

及び組織の長として普及事業を遂行する上で適切な者を配置する。

イ 技術普及部長は、農業革新支援センター長とする。

３ 普及指導員の在任期間

普及指導員の在任期間については、普及指導対象に密着した継続的な普及指導活動及び

高度・先進的な技術に関する普及指導活動を推進する観点から、一定期間継続したものと

する。

第４ 普及指導員の資質の向上に関する事項

１ 人材育成計画の策定

研修に係る計画の策定及び実施に先立ち、普及指導員の２０～３０歳代の若手の比率が多

くなる中で、中長期的な普及指導員の人員配置を勘案した上で、資質が継続的に研鑽される

よう、普及指導員の目指すべき人材像、求められる資質、人材育成に向けた取組方針及びそ

の推進体制等を定めた「島根県普及指導員等人材育成計画」（以下、「人材育成計画」という。）

を策定する。
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○目指すべき人材像

普及指導員は、担い手や産地の抱える課題等に対応した技術の構築、関係機関との連携

体制の構築等、「スペシャリスト機能」と「コーディネート機能」とを併せて発揮できるこ

と。

農業革新支援専門員は、研究機関等との連携、新技術等の現地への普及、全国レベルで

のより高度な技術等の情報収集、普及指導員の資質向上を支援できること。

○目指すべき人材像に求められる資質・能力

普及指導員の発展段階ごとに次の４期に区分し、各期間で求められる人材像について整

理する。

Ⅰ期 基礎指導力の確立

Ⅱ期 専門指導力の習得

Ⅲ期 専門指導力の確立

Ⅳ期 総合指導力、企画・運営力の確立

○人材育成に向けた取組方針及び推進体制

新任者の早期の専門指導力の習得、職場全体での育成等を基本的な考えとして研修体系

を構築する。また、農業経営課、農業革新支援専門員、各農業部等の人材育成における役

割を示す。

２ 研修の考え方

普及指導員の研修は、普及指導員に求められる機能を発揮できるよう、経験年数に応じた

研修体系を基本とするが、経験年数にとらわれることなく、各自の能力の状況や解決すべき

分野・内容等に応じて必要な能力を強化する。

研修にあたっては、先進的農業者等に対応できる高度・専門的な知識・技術水準を確保し、

実践的な指導能力と課題解決能力等の強化を図るものとする。

また、個々の普及指導員の長所を伸ばしつつ、不足する能力・資質を補強していくよう留

意するとともに、広範な視野・感覚を醸成するよう留意する。

３ 研修目標

自己研鑽はもとより、国及び県が実施する研修の活用により、できるだけ早期に技術指導

能力、課題解決能力を十分に備えた普及指導員を育成する。

また、農業情勢や技術の進歩に伴い、技術の習得、知識・情報の刷新を図り、常に農業者

の高度で多様なニーズに対応できるよう努める。

なお、次世代の普及指導員へ知恵や経験が継承できるように普及指導員同士の相互学習や

ＯＪＴの充実に努める。

４ 研修内容

（１）新任者研修
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新任者研修は、普及指導員としての職務遂行能力を採用後５年間で身につけることを目標

とし、一定の経験を得た普及指導員等（トレーナー）からの指導を受けて行うＯＪＴなどを

活用した研修を実施する。

また、農家経営の実際を理解するための農家研修や現場の課題解決に向けた調査研究を自

ら計画・実施する。

（２）機能強化研修

普及指導員に求められる機能が十分に発揮できるよう、必要な知識・技術の習得及び能力

向上に関する研修を実施する。

また、先進的農業者等に対応できる高度・専門的な知識・技術水準の確保、地域農業のコ

ーディネート能力向上を図るための研修を実施する。

さらに、課題解決のための調査研究活動の成果・実績については研修内容へ反映させ、実

践的な指導能力と課題解決能力等の高度化に取り組む。

（３）企画・運営能力強化研修

協同農業普及事業の総合的な企画調整、普及指導員の資質向上及び養成等、普及指導活動

の運営・管理等に関する研修を実施する。

５ 研修の計画的な実施

中長期的な視点に立った普及指導員の資質向上に関する内容と当該年度に実施する研修に

ついては、概ね５カ年間を目途に人材育成計画を、単年度ごとに「普及員研修計画」を県農

業技術センターにて策定・見直しを行い、計画的に実施するとともに、単年度の研修結果を

把握し、次年度の普及員研修計画に反映させる。

（１）計画期間（人材育成計画）

令和３年度～令和７年度

（２）研修の体系

別添のとおりとする。

（３）研修受講者の選定

過去の研修受講履歴、普及経験年数、担当項目、課題解決の緊急性、普及指導員個々の研

修意欲等を総合的に勘案して研修受講者を決定する。

（４）国段階の研修

全国レベルの先進技術、知識の習得を目的として、上記（３）に基づく人選により国段階

の研修に普及指導員を派遣する。

（５）県段階の研修

普及事業を進める上で、県として取り組むべき技術や課題解決のための研修、現場段階の

実践的な研修を実施する。

（６）職場段階の研修

各職場において普及活動の日常業務と組み合わせ、現地の課題に即した実践的な研修を実

施する。
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６ 研修の実施方法

自己研修、職場段階研修、県段階研修、国段階研修を有機的に組み合わせ、更に普及指導

計画との関連を重視しながら計画的・体系的に実施する。

また、試験研究部門からの講師や外部からの講師も活用し、効果的な研修を行うとともに、e-

ラーニングやＩＣＴを活用したオンライン研修など研修効果の向上に努める。

必要に応じて県外の試験研究機関や民間企業等へ普及指導員を派遣する。

７ 関係部局等との人事交流の促進

広い視野、高度な技術、幅広い知識を持った普及指導員を確保する上から、試験研究機関

や行政部局等との計画的、積極的な人事交流に努める。

第５ 普及指導センター等の運営

技術普及部及び農業部等の体制については、農業技術センターに技術普及部を、隠岐支庁

・東部及び西部農林水産振興センターに３農業振興部と６農業部を設置し、農業経営に関す

る科学的技術及び知識の普及指導を総合するための活動を展開する。

（１）技術普及部

技術普及部は、農業革新支援センターとして、高度・先進的技術の普及、行政や試験研究

機関との連携調整、普及事業の企画調整、普及指導員の研修等を行う。農業部等では対応が

困難な相談に適時、適切に対応するほか、都道府県間の連携の推進を図る。

また、これらの役割を果たせるよう、試験研究機関、教育機関及び行政機関をはじめとす

る関係機関との連携を図る。

（２）農業部等

農業部等は、農業者等に対する情報提供及び各種の相談活動等を行う地域の中心的組織と

して十分に機能が果たせるよう、所属する普及指導員相互の連絡調整を強化し、その機能の

充実・強化を図る。また、普及指導活動が効果的に実施されるよう、試験研究機関・行政部

局・市町村・農業団体・教育機関等と連携を図る。

（３） 普及指導員の活動

普及指導員は常に農業の現場にあって、新技術等を農業者に迅速・的確に普及するととも

に、関係機関や地域リーダー等へ働きかけ、その先導役として地域農業の組立支援を行う。

そのため、機動力の充実強化や各種普及指導機材等の整備充実とそれらを有効に活用し、

効率的・効果的な活動を展開するとともに、タブレット端末を用いて ICT や Iot 等を活用し

た効果的な普及指導や SNS等を活用した情報提供に努める。

ア 高度かつ実践的な科学的技術・知識に加え、地域農業の実態に関する幅広い知見や農

業の現場における課題解決能力を駆使し、巡回指導、相談、実証展示、講習会の開催等

の手段により、直接農業者に接して、個人の農業経営の改善や地域農業の構築のため、

農業者に対する普及指導を実施する。
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イ ロボット、AI、Iot 等のスマート農業をはじめとした新技術の期待が高まっていること

から、試験研究機関等との密接な連携により農業者等の要請・相談に的確に対応すると

ともに、現場解決型の実証試験にも積極的に取り組み、迅速な技術普及・定着を進める。

ウ 気象災害や病害虫・生育障害、鳥獣被害など現地で発生した事象について、関係機

関と連携をとりながら迅速に対応する。

第６ 農業者研修教育施設における研修教育の充実強化

（１）農林大学校における研修教育の充実強化

ア 担い手育成の強化

県立農林大学校においては、養成課程において今後の農業・農村の担い手となる経営

感覚に優れた青年農業者等を養成し、研修課程において既に農業に従事している者や農

外からの新規参入希望者、Ｕ・Ｉターン者、定年帰農者等就農希望者等に対する研修を

実施する。

（ア）養成課程においては、経営管理、先端技術、情報処理技術等に関する研修教育を強

化し、最新の情報に基づいた高度な技術力と実践的な経営感覚及び幅広い視野を持っ

た意欲的な青年農業者等の養成に努める。

（イ）研修課程においては、就農希望者や地域リーダー、児童、生徒等多様な対象に対す

る研修を行うこととし、就農準備の場として、あるいは農業者等の学習の場としての

機能を充実する。

（ウ）指導職員については、普及指導経験及び試験研究機関などにおける技術開発の経験

等を考慮した上で、体系的な研修を実施し、その資質向上に努める。

イ 農業高校との連携

進路選択時期にある農業高校の生徒を将来の農業の担い手として育成するため、農林

大学校を中心に農業高校と地域や関係機関との連携体制を構築し、農業高校から農林大

学校へ進学し、地域へ就農していく仕組みの推進を図る。

第７ その他協同農業普及事業の実施に関する事項

１ 行政施策への対応

普及指導活動の効果的な展開のため、各種制度資金や各種補助奨励事業等を有効な課題解

決の手段として、効果的に活用する。

また、普及指導活動と各種行政施策や関係機関との密接な連携を確保するため、関係機関

等で構成する地域農業改良普及協議会の活性化や充実に努める。

２ 都道府県間の連携

県境を越える広域的な課題に対して、都道府県横断的な検討及び解決が図られるよう、都

道府県間の情報共有を行う。
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３ 海外技術協力への対応

国際交流が活発となり、農業関係でも海外からの研究者の来県が多くなってきている。

農業生産現場の視察や青年農業者との話し合い等、普及が対応すべき場面も増えてきてい

ることから、海外への技術協力も含め必要に応じて対応していく。


